
1　�はじめに―本研究の位置づけ，問題提起と
論点

　多国籍企業が企業活動拡大のゆえにグローバ
ル対応とローカル適応というジレンマに直面
し，この両者を達成しようとしたとき，組織は
事業部制ないし地域別制からフロントバック構
造に移行してジレンマ克服を試みる . そして，
さらに高いレベルで二元制を達成しようとした
とき，組織はグローバルマトリックスに移行す
る．本研究は，このような組織構造の発展を念
頭に，組織全体としてグローバル戦略をとる多
国籍企業がグローバル対応とローカル適応を達
成するために，
　①�グローバルなサプライチェーンを分断して

フロント・エンドとバック・エンドを統括
会社により統合することによる現地対応の
スタイルを取り入れるのか，

もしくは，
　②�グローバルなサプライチェーンを優先させ

これを損なわない程度の現地適応として，
フロント・エンド又はバック・エンドのい
ずれかに重要なマーケティングの機能を備
えさせるのか，

について，事例を検討するとともに，両者の統
括機能の有効性を論ずるものである．
　本研究は，著者の一連の多国籍企業の地域統
括会社に関する研究の一部を構成するものであ
る．当該研究においては，日本の総合家電メー
カー，電子機器メーカー，総合電気メーカー 3

社の中国地域統括会社に係る事例を検討してい
る．同研究において取り上げた 3社の中国地域
統括会社は，いずれも，中国における生産と販
売の統括を目的として設置された組織であり，
中国において，フロント・エンドとバック・エ
ンドを統括会社により統合する現地適応のスタ
イルを取り入れたものである．同研究では，各
社の取扱い製品の特性により，統括会社の有す
る機能や統括の形態に違いはあったものの，い
ずれの 3社においても，統括会社によるフロン
ト・エンドとバック・エンドの統括は，一定，
有効であることが確認された．そして，その要
因として，3社はローカル顧客をマーケティン
グの対象とする点で共通すること，さらに，製
品の種類が多く製品を短期サイクルで生み出し
流通させなければならない場合に大掛かりな専
門組織による統括の仕組がより必要とされるこ
とが見出された．この研究成果を踏まえ，本研
究は，統括会社による生産と販売の統括は，マー
ケティングの対象がローカル顧客であるがゆえ
に意義が認められたものではないか，という問
題提起から，グローバル顧客をマーケティング
の対象とするグローバル企業が中国における現
地適応の必要から生産，販売に従事する既存現
地法人の統括を試みる場合，いかなる統括形態
を選択するのか，具体的には，上記①又は②の
いずれの統括形態を選択するのか，グローバル
顧客に対しグローバル製品を供給する企業に
とっての統合メカニズムは，統括会社という専
門組織によらずとも達成できるのではないかに
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ついて，分析と検証を試みるものである．

2　�グローバル戦略とリージョナル戦略の概念
及び相互関係

2. 1　グローバル統合と現地適応のプレッシャー
　多国籍企業とは，世界規模で経済経営活動の
相互依存が進んだ中で，グローバル規模で競争
優位を獲得することを目指す組織体であると仮
定すると，そのための戦略が，グローバル戦略
ということになろう（浅川，2003）．しかしな
がら，グローバル規模での経営と各国規模での
経営の中間に位置するリージョン規模での経営
志向性も存在し，企業を取り巻く外部環境は，
リージョン単位で考慮することがより効率的で
ある面が大きいこともまた事実である．
　多国籍企業は，このように，グローバル統合
と現地適応の間に所在する．多国籍企業にとっ
て最も重要な戦略は，柔軟性の維持である．グ
ローバル戦略とフレキシビリティとは二律背反
の関係にあり，多国籍企業のフレキシビリティ
維持のためには，グローバル統合と現地適応と
いう，これらの同時に発生するプレッシャーに
対応することが必要となる．

2. 2　グローバル戦略とリージョナル戦略
　Porter（1986）は，グローバル戦略とは，「活
動の国際的配置」と「活動間の調整」によって
国際的な競争優位を確保しようとする戦略であ
る，と定義した．茂垣（2001）は，集中配置の
メリットとして，①研究開発費の世界的売上で
の回収，②調達および生産面での規模の経済の
発揮，③学習や経験の集中的蓄積と利用，④川
上活動間の調整の容易さ（製品開発，調達，生
産の機能間の調整），⑤集中配置した国の比較
優位ないし国家特殊優位の利用（日本でいえば，
多くの優秀な部品メーカーの存在，産業集積な
ど）を，デメリットとして為替変動，輸出相手
先国の輸入規制等国際環境の変化に対しては脆
弱な面を有していることを指摘する．同様に，
浅川（2003）は，集中配置のメリットとして，

規模の経済性，習熟曲線，調整の容易さ等をあ
げる一方，分散調整のメリットとして，変化へ
の対応が比較的容易であること，ブランドの評
価を強化しやすいこと，政府への信頼の獲得手
段となること，競争相手への対応が柔軟となり
うることなどの点を指摘する．
　またグローバル戦略は，近時，強いリーダー
シップのもと，地理的に分散した事業をグロー
バルに統合することによって自己完結的に事業
運営を行うことを目指したものとなっていると
されており，そうすることによって，迅速な意
思決定，事業ポートフォーリオの組み換えなど，
企業戦略の策定，実行が容易となり，事業運営
上の効率性が高まったとし，これにより，グロー
バル戦略が目指す効率性は，生産効率のみなら
ず事業全体をカバーする広義の効率性を指し
ているとする考えがある（今井・清水，2000）．
このような近時のグローバル戦略の捉え方は，
Bartlett & Ghoshal（1989）が位置づけた，経
営資源の本社集中，生産活動の本国集中による
効率性追求による競争優位の発展形と捉えるこ
とができよう．
　しかしながら，実際，グローバル企業と呼ば
れる多くの企業は，現実にはリージョナルベー
スの展開をしているといえる（浅川，2003）．
Rugman は，世界規模の単一市場などありえ
ず，規則や文化的差異といった理由でリージョ
ンこそ重要な単位であること，ごく少数の産業
を除き，家電をはじめほぼ全ての産業において
現地適応型が重要であること，自動車のように
一見グローバルに見える産業でも実はグローバ
ル・カーなど存在せず，地域内生産と販売が行
われていることを指摘し，グローバル戦略では
なく，むしろリージョンを単位としたリージョ
ナル戦略こそ多国籍企業が追求すべき戦略であ
ると主張する（Rugman，2000；浅川，2003）．
リージョナル戦略は，グローバル規模での標準
化による規模の経済，効率の論理によるのでは
なく，ホスト国政府の要請，規則，ローカル･マー
ケットのニーズなどといった種々の現地特有の
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環境に対する適応の論理に基づく概念である．
　今井・清水（2000）は，グローバル戦略とリー
ジョナル戦略の内容を，表 1のとおりとする．
　グローバル組織が現地適応を志向する理由
は，本社のメンタリティーから子会社の有する
特別なコンピタンスやイニシアチブを保護す
る，という組織上の理由，「規模の経済」の限
界からの経済上の理由，EU，NAFTAに代表
される地政学上の理由，市場や従業員が異質で
あることといった戦略上の理由が考えられる
が，いずれにせよ，多国籍企業はグローバル統
合と地域適応との間でしかるべくバランスする 
（Lehrer & Asakawa, 1999）．

2. 3　リージョナル・マネジメントと統括組織
　Prahalad & Doz （1987） は，多国籍企業の活
動は，オペレーションを全世界的規模で標準化
することにより経済効率を追求するグローバル
統合のプレッシャーと，ローカルマーケットの
ニーズやホスト国政府の要請・規制といった現
地特有の環境に対するローカル適応へのプレッ
シャーとの間でバランスするとした．そして，
グローバル統合（I）へのプレッシャーとロー
カル適応（R）へのプレッシャーの作用の分析
フレームワークとして，「I─R グリッド」を提
示し，グローバル統合へのプレッシャーとロー
カル適応へのプレッシャーは，事業の特性や戦
略的オリエンテーションにより影響されるとし
た（図 1）．

　Lehrer & Asakawa （1999）によれば，地域
統括組織の役割と範囲は，グローバルな統合に
対してリージョナルな適応を好むグローバルな
環境条件と，ローカルな適応に対してリージョ
ナルな統合を好むリージョナルな環境条件と強
い関連をもつという．そして，リージョナルな
適応と，リージョナルな統合の両方に対する強
いプレッシャーが存在するところでは，地域統
括組織は重要な経営上の，そしてヘッドクォー
ター的な機能を進行することが期待されている
という．
　地域統括会社の役割がグローバル統合と現地
適応との間のいかなる場所でバランスするかに
ついては，産業，企業，機能，タスクの違いに
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グローバル戦略 リージョナル戦略

目　標 事業の効率化 市場への適応性

効　果 ・　グループ（事業）の統合
・　全社レベルの意思決定の迅速化
・　事業のポートフォーリオ経営
・　グローバル学習

・　地域市場への対応
・　地域レベルの意思決定の迅速化
・　地域戦略の推進
・　地域内の密な連携

組織形態 製品事業部 地域事業部

特　徴 複数事業 単事業，本業の事業比率が高い

　出所：今井・清水（2000）

表 1　グローバル戦略とリージョナル戦略

　出所：Prahalad & Doz （1987）Prahalad & Doz (1987)

1  I-R
Prahalad & Doz (1987) 

図 1　I―R グリッド

I―Rグリッド
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よるグローバル統合とローカル適応のバランス
の違いによるとされる（浅川，2003）．そして，
地域統括会社の役割は，本国本社のグローバル
戦略と，域内現地法人における現地の需要との
間において，極めて重要なリンクとしての役割
を果たすものだという．
　しかしながら，地域統括会社による本国本社
のグローバル戦略と域内現地法人の現地の需要
との間における重要なリンクとしての役割は，
現実には，なかなかその成果は出にくいとされ
ている（森，2003）．現実には，リージョナル
なアプローチに優位性があり，多国籍企業は統
合の必要性と効率的な既存資源の利用の必要性
から，リージョナルなアプローチをとることが
必要だとされている（森，2003）．

2. 4　フロントバック構造
　そこで，フロントバック構造を考慮に入れて
リージョナル・マネジメントについて再整理を
試みると，これまで製品別，又は地域別の事業
部制を採用してきたあるグローバル企業が，活
動拡大のゆえに Iと Rへの対応というジレン
マに直面した場合，Iと Rを達成しようと，つ
まり二元制を達成しようとした場合，事業部制
からフロントバックに移行し，ジレンマ克服を
試みる．さらに高いレベルで二元制を達成しよ
うとしたとき，グローバルマトリックスに移行
する．
　フロントバック構造は一種の二重構造であ
り，フロントとバックのいずれもが職能部門を
有している．組織はフロント・エンドとバッ
ク・エンドの二種類に大きく分けられており，
フロント・エンドが顧客あるいは地域，国を中
心として組織化されており，ローカル市場に対
応する．バック・エンドは製品を中心として組
織化されている．顧客に焦点を置いたフロン
ト・エンドと，製品に焦点を置くバック・エ
ンドの 2つのラインをグローバル規模で持つ，
いわば “川上” と “川下” で組織編制のあり方
を変えている組織である（Westney & Zageer, 

2001）．
　フロントバック構造ではフロント・エンド
とバック・エンドの連結方法が要点となるが，
統括会社による連結としない場合も，フロン
ト・エンドは国別組織をもとにしていることか
ら，グローバルとローカルの区別を明確にせず
にバック・エンドとの連結を達成することが可
能であり，フロントである顧客とバックである
製品とを効果的に連結するというマネジメン
トの課題を解決する可能性がある（Galbraith，
2002）．

2. 5　マトリックス組織とその限界
　グローバル戦略とリージョナル戦略の同時追
求を目指したのが，地域軸と製品軸の両方の軸
のバランスをとる組織構造をもつマトリックス
組織である．
　多角化した複数事業を保有する企業がグ
ローバル化する際採用するのが製品別事業部
であり，他方，事業規模の大きな本業を抱え
る企業は地域別事業部を選択する場合が多い
（Stopford & Wells, 1972）．これらトレードオフ
の関係にある事業部別，地域別組織それぞれの
利点を満たすために，理論的帰結として考案さ
れたのがマトリックス組織であった．マトリッ
クス組織では，ビジネスエリアと地域とのテン
ションのもと，経営者が独自の判断を行い，両
方の軸のバランスのとれたマネジメントが可能
とされた．
　マトリックス組織は，事業と地域の双方の
ニーズに応えるため，柔軟な組織を目指し考案
されたものであるが，徐々に採用されなくなっ
た．その大きな理由は，マネジメントにかかる
コストが膨大であることのほか，コンフリクト
を組織内に内包し，常に不安定であることか
ら，内部で働く者に多大なストレスを与え意思
決定もままならない場合が生じることが指摘さ
れている（浅川，2003）．本国からの内的一貫
性を優先するアプローチは一般的に日本企業な
いし米国企業に多く見られる．それに対し，海
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外各国事情への現地適応への志向がより強く働
くアプローチは，一般に欧州企業に多く見られ
るとされる（Bartlett & Ghoshal, 1989）. また，
今井・清水（2000）によれば，その理由は，両
事業部が恒久的組織として設計されたため，激
変する経営環境に柔軟に適応することが困難に
なったものと考えられる，と指摘されている．
浅川（2003）によれば，事業部と地域とは，即ち，
多国籍企業による効率性の追求と各国対応であ
るが，日本企業の多くは，本社集中型となって
おり，各国対応に関しては充分とはいえないと
評されている．両者はトレードオフの関係にあ
り，どちらかを重視すれば，どちらかがおろそ
かになる．こうした点がマトリックス組織の限
界であるといえる．
　以上のような多国籍企業の組織の発展モデル
とその研究を踏まえ，次章以下，グループ全社
としてグローバル戦略をとる日本のある電子部
品メーカーの，中国におけるローカル適応の事
例を検討する．

3　�ある大手電子部品メーカーの中国における
現地適応の事例検討

　本研究の対象は，グローバル産業の現地適
応戦略であるが，グローバル産業について，
Porter （1986）は，グローバル産業とは多国籍
企業が他社との間で製品，市場のいずれにつ
いても全世界的規模で競争を展開する産業をい
う，とし，グローバル産業をマルチドメスティッ
ク産業の対極として捉える．Porter によれば，
グローバル産業に属する企業の各国の子会社
は，活動と戦略に関して高度に相互依存する．
例えば，ある国の子会社が製品ラインの一部の
みの製造に特化した場合，全世界的規模のシス
テムを通じて他社と製品を交換し合う（Porter，
1986）．グローバルビジネスの戦略，即ちグロー
バル戦略とは，本国本社に集中され，事業活動
に係る各機能は経済効率によって国別に集中さ
れる．グローバルビジネスに従事する企業は特
定のローカル市場ニーズに対応しようとする

が，その一方で，全世界的システムの効率を危
険にさらすことを回避する．
　以上を本稿におけるグローバル産業，グロー
バル戦略の前提とし，以下においてグローバル
産業に属するグローバル戦略をとる企業の中国
における現地適応戦略として，地域統括会社の
設立がなされた事例を検討する．

3. 1　グローバル産業のグローバル戦略
　グループ全社としてグローバル戦略をとる日
本のある電子部品メーカーの，中国における
ローカル適応を分析する．
　この電子部品メーカーは，セラミックコンデ
ンサを主力とし，インダクタや回路モジュール，
光記録メディア，高周波誘電体部品等を製造・
販売する大手であり，世界シェア 2位を占める．
　この電子部品メーカーは，日本国内において
は，本社以下，開発拠点として研究センター 4
（うち 1拠点は生産・開発拠点），生産拠点とし
て工場 4，販売拠点として営業所 11 を設置す
るほか，関連会社に，販売会社 4，生産会社 7
を有し，さらに，2008 年度に株式取得により
子会社化した，記録メディアの開発・生産・販
売機能を有する会社（以下「記録メディア社」）
1により，グループを構成する．
　この電子部品メーカーは，日本国内のほか，
北米及びヨーロッパを主要な市場としていた．
アメリカには，販売会社 1社を設立し，これ
を統括会社と位置づけ，その支店・営業所を
アメリカ国内に 6箇所設置しているほか，記
録メディア社の現地販売子会社 1社を有する．
北米に生産拠点はないが，Bluetooth, UWB，
ZigBee といった近距離無線技術の受動部品の
設計開発拠点として，米サンディエゴにR&D
を設立している．これは，無線技術の世界的な
開発基地である同地の地理的優位性から，特に
設置されたものである．ヨーロッパにおける展
開も，北米と同様，生産拠点をおかず，ドイツ
に販売会社 1社を設立し，これを統括会社と位
置づけ，その支店・営業所を，ヨーロッパに 3

（219）
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箇所設置しているほか，記録メディア社の現地
販売子会社 1社を有する．
　日本国内のほか欧米を主要市場と位置づける
一方で，この電子部品メーカーは，アジアを主
要生産基地と位置づけ，日本国内のほか，韓国，
フィリピン，マレーシア，そして中国に生産拠
点を配している．
　こうして，この電子部品メーカーは，グルー
プ全体の中での各拠点の位置づけとして，
　・�日本本社はグループ全体の世界本社とし

て，業務運営，マーケティング機能と研究
開発の拠点であること

　・�国内・国外販売会社は，地域毎の対顧客販
売，サービス拠点であること

　・�国内開発・生産会社は，技術の高度化と最
先端商品の量産拠点であること

　・�国外生産会社は，最適化された量産拠点で
あること

とする1）．
　電子部品産業は，顧客も市場も，また競合他

社も，世界規模での広がりを持っており，世界
を単一市場と見做すことができる産業である．
これにより，この電子部品メーカーも，本社主
導による「国際的分業体制」を掲げ，バリュー
チェーンの配置を最適な場所に集中することに
より，規模の経済性を追求して，標準化した製
品を全世界に投入する，典型的なグローバル戦
略をとるものである．
　この電子部品の 2007 年 3 月，2008 年 3 月時
点での日本，アジア，欧米各地における外部顧
客に対する売上高，資産の配分と各比率は，表
2「売上高と資産の配置」のとおりである．こ
れによれば，資産配分の比率から，中国を含む
アジア地域が生産拠点として重要視されている
ことがわかるとともに，外部顧客に対する売上
比率から，市場としても，重要な地位を占める
ことがわかる（表 2）．

3. 2　グローバル産業の現地適応戦略
　グループ全体としてグローバル戦略とるこの
電子部品メーカーは，近時，その中国展開にお
いて，現地適応を試みている．
　この電子部品メーカーは，当初，中国を量産
拠点と位置づけ，1990 年代前半から，中国国

（220）

表 2　売上高と資産の配置

（万円）

外部顧客に対
する売上高 比率 資産 比率

平成 20 年 3 月期 日本 79,838 33.51% 217,178 63.90%

アジア 123,682 51.91% 112,580 33.12%

その他地域 34,754 14.59% 10,140 2.98%

　　　　計 238,274 100.00% 339,898 100.00%

平成 21 年 3 月期 日本 65,523 35.33% 186,849 65.09%

アジア 96,821 52.21% 92,629 32.27%

その他地域 23,107 12.46% 7,570 2.64%

　　　　計 185,451 100.00% 287,048 100.00%

　平成 21 年 3 月期連結決算概要より，著者作成 .
　⑴アジア･････････台湾・香港・韓国・中国・マレーシア・シンガポール
　⑵その他地域･････アメリカ・ドイツ

　　　　　　　　　
1）当該電子部品メーカーの平成 21 年 3 月期連

結決算概要「中長期的な会社の経営戦略」に関す
る記述参照．
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内に，生産拠点を相次いで設置した．1994 年
には広東省東莞市に，1999 年には広州に現地
法人が設立され，その後 2004 年には天津にも
生産拠点として現地法人が設立されている．こ
れら拠点においては，積層セラミックコンデン
サ等製品の生産が行われている．
　中国の著しい経済発展に伴う市場規模の拡
大，という環境変化を受けて，この電子部品
メーカーは，2002 年，香港に設立された販売
子会社が上海に設置していた駐在員事務所を現
地法人化する形で，中国上海に販売会社を設立
し，中国で生産と販売の両方の拠点を展開する
に至った．上海に設立された販売会社，上海電
子貿易は，この電子部品メーカーの中国華北，
華東地域における販売の役割を期待されたもの
であり，設立当初は，主として地場系メーカー
への販売を拡大させたが，その後，日系，欧米
系，韓国系などメーカーに対する販売比率を増
加させているという．上海電子貿易は，中国の
市場の拡大に伴い，設立以来，毎年 2桁成長と
いう好調な伸びを維持しているという2）．
　2009 年 2 月，この電子部品メーカーは，中
国における既存の生産拠点 3，販売拠点 2に加
え，更に，蘇州に新たな生産拠点を設立した．
この蘇州工場は，蘇州周辺の無錫，昆山，南京
等の地に，顧客であるパソコンや携帯電話，デ
ジタル民生機器などの製造工場が数多く集中
していることによる「最適地生産」である．蘇
州工場設立に係る 2008 年 3 月 3 日付プレスリ
リースによれば，この電子部品メーカーは，蘇
州工場について，“生産販売拠点” と位置づけ，
「積層セラミックコンデンサの生産と顧客への
直接販売を通して，納期や物流に対する顧客満
足の向上を目指す」としている．

　また，中国蘇州におけるこの新たな生産拠点
たる蘇州工場設立に先立ち，この電子部品メー
カーは，別途，蘇州に統括会社を設立している．
この蘇州統括会社は，中国で「投資性公司」と
される多機能持株会社であり，巨額投資と引き
換えに規制業種への従事が一部可能とされる，
一種，投資スキームであるとの評価も成り立ち
うる法人設立形態である．蘇州統括会社設立に
係る 2008 年 3 月 3 日付プレスリリースによれ
ば，蘇州統括会社は，市場規模の大幅な拡大が
見込まれる中国で，販売と生産の両面からの効
率的な運営が必要との判断から，中国地域の統
括拠点として日本本社 100 パーセント出資によ
り設立されたものであること，蘇州統括会社に
より，中国国内の既存販売拠点と既存生産拠点
の連携──即ち，中国国内でのバック・エンド
とフロント・エンドの統合──等を進めて，よ
り一層効率的な事業運営体制の構築を目指すも
のであること，とされている．
　この電子部品メーカーの中国拠点展開は，表
3，図 2のとおりまとめることができる．
　前述のとおり，蘇州工場及び蘇州統括会社設
立に係る 2009 年当時のプレスリリースによれ
ば，この電子部品メーカーグループは，蘇州統
括会社により「中国国内の既存販売拠点と既存
生産拠点の連携を強化する」とする一方，蘇州
工場を “生産販売拠点” と位置づけ，「積層セ
ラミックコンデンサの生産と顧客への直接販売
を通して，納期や物流に対する顧客満足の向上
を目指す」としている．とすれば，蘇州工場と
蘇州統括会社の設立という一連の蘇州進出の意
図ないし各社の役割として，蘇州工場にフロン
トとバックの両方の機能を備えさせることであ
るのか，蘇州統括会社にフロントとバックの統
合機能を求めるものであるのか，一貫しない．
ここに，中国地域統括のために，グローバルな
サプライチェーンを分断して，フロント・エン
ドとバック・エンドを統括会社により統合する
ことによる現地対応のスタイルを取り入れるの
か，もしくは，グローバルなサプライチェーン

（221）

　　　　　　　　　
2）「ザ・デイリーNNA」2009 年 11 月 16 日中

国総合版「日系企業が行く─太陽誘電（上海）電
子貿易」より．以下，本稿における，上海電子貿易，
蘇州工場に関する情報は，同記事における記載に
基づく．
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を優先させ，これを損なわない程度の現地適応
として，バック・エンドにフロントの機能を備
えさせるのか，組織選択の葛藤が見える．
　しかしながら結局，蘇州工場，蘇州統括会
社の設立から 2年が経った 2010 年 2 月時点で，
蘇州工場，蘇州統括会社が，それぞれ，フロン
トとバックの両方の機能を備え，又はフロント
とバックの統合機能を備えるものであるという
事実は，客観的資料からは確認できない．公
開されている資料によれば，この電子部品メー
カーの中国華北，華東地域における生産会社製
品の販売の役割を担うのは，上海電子貿易であ
る．

3. 3　�販売会社と統括会社のパワーバランスの
決定

　中国華北，華東地域における生産会社製品の
販売の役割は，なぜ蘇州統括会社ではなく上海
電子貿易が担うに至ったのか，蘇州統括会社と
上海電子貿易のプロファイルを以下，比較する．
●設立と資本関係

　上海電子貿易は華南地区の生産拠点が 1990
年代に設立されたことと比べ，2002 年と比較
的遅い設立ではあるが，設立前の段階において
もその前身である駐在員事務所としての活動が
あった．また，日本本社の 100 パーセント子会
社である香港の販売会社の駐在員事務所として
出発したものであることから3），上海電子貿易
は出資持分を香港販社により保有され，香港販
社の支配を受けるものであって，日本本社の直
接的な支配を受けるものではない．同様に，上
海電子貿易と中国各地の生産会社との資本によ
る繋がりは，これら生産会社が日本本社の出資
により設立されたものであることから直接的な
ものではない．
　これに対して，2009 年に新たに設立された
蘇州統括会社は，日本本社の 100 パーセント出
資により後発的に設立された会社であり資本関
係を有する傘下会社は，現時点では蘇州工場の
みである．中国各地の生産会社とは兄弟会社の
関係にある．
●管理者
　上海電子貿易と蘇州統括会社，それぞれの法
定代表である董事長・董事と，日常の業務運営
の責任者である総経理の兼任の状況について，
公開情報から，次のことがわかる．
・�上海電子貿易の董事長兼総経理は，蘇州工場
の董事長を兼任する．上海電子貿易の董事長
兼総経理の香港の販社ないし日本本社におけ
る役職は不明である．

（222）

1974 年　香港に販売会社を設立
1994 年　中国東莞に生産会社を設立
1999 年　中国広州に生産会社を設立
2002 年　中国上海に販売会社を設立（上海電子貿易）
2004 年　中国天津に生産会社を設立
2004 年　中国深センに販売会社を設立
2008 年　中国蘇州に投資性公司（蘇州統括会社）を設立
2008 年　中国蘇州に生産・販売会社を設立（蘇州工場）

表 3　日本のある電子部品メーカーの中国拠点展開 1

図 2　日本のある電子部品メーカーの中国拠点展開 2

　　　　　　　　　
3）この電子部品メーカーの平成 21 年 3 月期「連

結決算概要」の中で，連結の範囲に関する事項に
つき，連結子会社 34 社（全子会社）のうち主要な
会社として 11 社が列挙されているが，上海電子貿
易は，この電子部品メーカーグループの中国にお
ける重要な販売拠点でありながら，その中に含ま
れていないこと，上海電子貿易は，香港販売会社
の駐在員事務所として出発したこと等に鑑みれば，
上海電子貿易の出資持分は，その全て又は大部分
を香港販売会社により保有されているものと推察
される．なお，香港販売会社は，この電子部品メー
カーの 100%子会社であることが資料から明らか
である．
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・�他方，蘇州統括会社の董事長は日本本社の経
営本部執行役員を兼任し，また蘇州統括会社
の董事兼総経理は，日本本社の経営本部経営
企画統括部に所属する．
　上海電子貿易と蘇州統括会社に関する以上の
プロファイルから，上海電子貿易は，地域の生
産会社との資本関係が希薄であっても，既存取
引と蓄積された販売ノウハウに基づく商流，物
流への関与により実際に生産・販売の統括能力
を発揮することができること，蘇州統括会社の
管理者は，日本本社の利益を代表するものであ
る一方，上海電子貿易の管理者は，地域の生産
会社における職位を兼任することからも，地域
のニーズ，利益を代表するものであると位置
づけることができる．以上から，上海電子貿
易は蘇州統括会社と比べて，中国におけるバッ
ク・エンドとの連結力が強いと考えられ，この
ことが蘇州統括会社ではなく上海電子貿易が中
国の各生産拠点製品の販売を担当することを正
当化するのであろうと思われる．理論上も逆
に，蘇州統括会社にフロントとバックの統合機
能をもたせること，即ち中国地域においてフロ
ントバック構造をとることは，この電子部品
メーカーのグローバルなバリューチェーンの分
断となることが懸念される．これに対し，フロ
ントの上海電子部品に主要なマーケティングの
機能をもたせてバックと連携させることは，バ
リューチェーンの配置を最適な場所に集中する
ことにより規模の経済性を追求するグローバル
戦略の効率を損なうものではない．これがグ
ループとしてグローバル戦略をとるこの電子部
品メーカーの中国における生産・販売の統括
が，蘇州統括会社によるものでない理由である
と考えられる．

3. 4　フロントとバックのパワーバランスの決定
　上述のとおり，蘇州統括会社によるフロント
バック構造は，地域におけるバリューチェーン
の分断となることが懸念される．そこで，バ
リューチェーンの配置を最適な場所に集中する

ことにより規模の経済性を追求するグローバル
戦略の効率を犠牲にすることのない現地適応と
して，バックである蘇州工場と，フロントで
ある上海電子貿易のいずれかに，重要なマーケ
ティング機能をもたせることが考えられる．で
は，フロントとバックのパワーバランスの鍵と
なる重要なマーケティング機能は，上海電子貿
易と蘇州工場のいずれにあるのか．
　公開資料によれば，マーケティング機能は，
フロント・エンドである上海電子貿易にある．
香港の販社による上海での駐在員事務所設立を
経て設立された上海電子貿易には，新設の蘇州
工場，蘇州統括会社とは比較にならない中国国
内販売に関するノウハウの蓄積があることは前
述のとおりであるが，実際，上海電子貿易は，
約 50 人の従業員のうち，日本人 5人のほか，
韓国人 2人，台湾人 2人を揃える等，対顧客サー
ビスの役割を担うメンバー体制が確立されてい
る．さらに，前項における管理者のプロファイ
ルに見られるとおり，蘇州工場の董事長を務め
るのは上海電子貿易の董事長兼総経理である．
　以上から，現状，重要なマーケティング機能
の内実である，管理者の配属，対顧客サービス
の役割を担うメンバー体制，ノウハウの蓄積の
いずれからしても，重要なマーケティングの
機能はフロントである上海電子貿易に所在し，
バックとフロントを結ぶマネジメント構造，プ
ロセスは，フロントの管理者，フロントのスタッ
フによりなされていることから，パワーバラン
スはフロントである上海電子貿易にあると分析
できる．

3. 5　小括―フロントとバックの連結
　蘇州統括会社にフロントとバックの統合機能
をもたせることにより，中国地域における現地
適応にフロントバック構造をとることは，こ
の電子部品メーカーのグローバルなバリュー
チェーンの分断となることが懸念される．バッ
クの蘇州工場がフロントの機能をもつことと
は，バリューチェーンの配置を最適な場所に集

（223）
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中することにより規模の経済性を追求するグ
ローバル戦略の効率を損なうものではないが，
蘇州工場は，現状，この鍵となる重要なマーケ
ティング機能の内実であるノウハウ，スタッフ
メンバー，管理者を有さず，この能力はない．
重要なマーケティングの機能はフロントである
上海電子貿易に所在し，バックとフロントを結
ぶマネジメント構造，プロセスは，フロントの
管理者，フロントのスタッフによりなされてい
る．以上から，結局，中国華北，華東地域にお
けるこの電子部品メーカーの生産・販売の統括
は，フロントの上海電子貿易が重要なマーケ
ティングの機能を持つことによりバックとの連
携を図るスタイルに収斂されたと分析すること
ができる．
　この電子部品メーカーに見られるグローバル
企業の地域適応は，先行研究における理論に
よって裏付けることができる．
　Galbraith （2002）によれば，フロントとバッ
クの連結は，国ないし地域と製品の数が多い場
合，非常に困難な課題となり，さらに，製品を
短期サイクルで生み出し，流通させなければな
らないときはさらに難しくなる．少ない種類の
グローバル製品を固定的顧客に販売する，この
電子部品メーカーの場合であれば，製品部門と
顧客部門の担当者は，直接の連絡を取ることが
効率がよい．
　Galbraith （2002）は，グローバルな製品や地
域別，国別マーケット子会社を抱える会社とし
て，テトラパック社を例に挙げる．そして，テ
トラパック社のフロントとバックの統合役とし
て，製品管理者を指摘し，製品管理者は，販売
会社に籍を置き，生産会社と販売会社の双方に
直属して，製品のエキスパートとして，顧客の
エキスパートがどのタイプの製品を利用すべき
かを決めるのを手伝う，換言すれば，製品管理
者はフロント・エンドの販売会社とバック・エ
ンドの製品会社とを連絡するうえで中軸となる
役割を果たすとする．また一方で，この統合プ
ロセスでもうひとつの鍵となる役割を果たすの

は，販売会社の製品管理者であるとし，販売会
社の製品管理者は，製品部門を代表して地域の
顧客のことを理解し，製品の特徴を顧客のニー
ズに合わせようと努力しているものであること
を指摘したうえで，こうしたローカルの討議で
知識を得た製品管理者は，今度はグローバル製
品の生産会社ではマーケットを代表して討論に
参加し，グローバルな部署に地域の顧客につい
て教え，グローバルな部署から新しい原材料や
技術についての知識を学び．製品会社の討議で
得た知識はそれから販売会社に教えられる，と
する．そして，「製品管理者にとって理想的な
背景は，販売会社の販売部門に籍を置くことに
加えて，製品会社で経験を積むことである．こ
うしてフロントとバック両方の組織で働いてか
らその人物を両半分の連結役に据えるのであ
る．フロントバックモデルがどれだけ効率的に
執行されるかは，この連結役をこなす人間を揃
え，その技術を活用できるかどうかにかかって
いる．」とする（Galbraith， 2002）．
　本稿で取り上げた電子部品メーカーは，フロ
ントとバックの統合役として，地域の販売に実
績のある，顧客のエキスパートを指名し，生産
会社の管理者を兼務させるものである．これは，
「顧客が利用すべき製品を決める」（ないし提案
する）ことより，「製品の特徴を顧客のニーズ
に合わせようと努力する」ことに重点をおいた
結果であろう．顧客ニーズへの柔軟な対応を重
視するこの電子部品メーカーは，販売の管理者
を，同時に生産の管理者としたものであり，こ
の電子部品メーカーのいう，「顧客のいる場所
で製品を生産しながら “営業がそばにいる” 態
勢」という，同社の強みの最大化に資する構造
であるといえよう．この電子部品メーカーは，
こうしたサービスの向上を第一段階の努力と
し，次段階の努力として，コスト削減，スピー
ド重視のオペレーションに努めることを通じた
更なる顧客満足を課題としている．この管理プ
ロセスは，次段階のコスト削減，スピード重視
のオペレーションに努めるとの目標に推移した
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とき，適正な技術を経験を持つチームメンバー
に組み替えられる可能性があり，技能，プロセ
ス，情報システム，役割をいかに調和よく組み
合わせた管理プロセスを作るかが，グローバル
であると同時にローカルであるための鍵となる
ものと思われる．
　中国は，市場規模，生産規模，ともに大きい
ことから，将来的に，統括会社による統合が機
能する可能性もあるだろうが，統合メカニズム
は，国ないし地域と製品の数が多く，製品を短
期サイクルで生み出し，流通させなければなら
ない場合に，より大掛かりな仕組が必要とされ
る．中国というひとつの国で，グローバル顧客
に対しグローバル製品を供給する同社にとって
の統合メカニズムは，統括会社という専門組織
によらずとも，達成できる可能性が高い．

4　�むすび―グローバル産業の地域統括会社の
機能の方向性

　本稿では，組織全体としてグローバル戦略を
採用する多国籍企業が，中国でローカル適応を
試みるとき，フロントとバックをリエゾンする
ことによりジレンマ克服を試みること，フロン
トとバックのリエゾン機能を果たすことを期待
され地域統括会社が設立されること，地域統括
会社の設立が，「後追い」であることにより，
資本関係，ナレッジの蓄積等の問題から，業務
統括に係る期待される機能を果たすことが困難
であるとみられること，“顧客” を重視したと
き重要なマーケティングの機能はフロントに配
置され，バックとフロントを結ぶマネジメント
構造，プロセスは，フロントの管理者，フロン
トのスタッフによりなされることについて論じ
た．そして，前章までの検討において，中国と
いうひとつの国で，少ない種類のグローバル製
品をグローバル顧客に対し供給する企業にとっ
ての統合メカニズムは，統括会社という専門組
織によらずとも，達成できる可能性が高いとい
う結論が導かれたものである．
　本稿の結論は以上のとおりであるが，グロー

バル企業による，特に中国における地域統括会
社の設立志向は根強いとの印象がある．では，
グローバル戦略をとる多国籍企業グループが地
域統括会社を設立する場合，地域統括会社は，
どのような機能を果たすことが考えられるか．
　本稿で取り上げた電子部品メーカーと同じ
く，グローバル顧客に対しグローバル製品を供
給するある大手化学（樹脂加工）メーカーは，
財務戦略の一環として，中国における統括会社
設立を検討している．
　この化学メーカーの製品は，半導体用材料，
光学関連材料，機能性樹脂・材料，カーボンセ
ラミクス等素材であり，現状，中国華南地区（東
莞，香港）と華東地区（上海，蘇州）に，それ
ぞれ，生産・加工若しくは販売・調達，又はそ
の両方の機能を備える拠点を有する．
　統括会社の設立の検討は，この化学メーカー
本社財務部門においてなされている．統括会社
設立を検討するに至った原因は，製品の販売取
引について，日本本社を通さない，いわゆる，
「外─外」の商流が占める割合が大きくなった
ことにより，従前のように日本本社を経由して
の製品の販売取引を通じた利益の確保が難しく
なってきていることにあるという．こうした状
況を踏まえ，今後は，棚卸資産の取引ではなく，
特許・非特許技術，ノウハウ等，無形資産のラ
イセンスによって利益を確保することを検討し
ており，中国地域統括会社は，無形資産の保有・
管理機能を持たせることにより，ライセンスに
よるロイヤルティ収入を確保させ，日本本社の
利益は配当から得る，という目的達成のために
設立することを計画している4）．
　この大手化学メーカーによる中国地域統括会
社設立は，まだ担当者レベルで検討の遡上にあ
がった，という段階である．無形資産ライセン
スのコントロールセンターとしての統括会社の
設立にあっては，知的財産権保護や，租税負担
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4）大手化学（樹脂加工）メーカー財務担当者

に対するインタビューより．



44 横浜国際社会科学研究　第 15 巻第 3号（2010 年 9 月）

の有利不利等の観点から，検討を要する課題は
多く，実現の可能性は不透明である．また，無
形資産管理の拠点とすることを目的として統括
会社を設立しようとする発想は，統括会社設立
の検討が，事業部門でも，経営企画部門でもな
く，財務部門においてなされているがゆえのも
のであるのかもしれない．とはいえ，グローバ
ル戦略をとる多国籍企業の地域統括の方向性の
ひとつとして，示唆を含むものといえ，少ない
種類のグローバル製品をグローバル顧客に供給
する企業グループの地域統括会社設立目的とし
て，無形資産管理といった，製品生産，販売に
直接関与しない機能を果たすことが検討されて
いるという点は，新たな傾向として指摘するこ
とができる．
　こうした傾向から，グローバル産業に従事す
る多国籍企業グループの地域統括会社の設立
が，現地におけるオペレーション統合の必要か
ら，というより寧ろ，本国本社主導によるグロー
バル戦略に資することを目的とする場合がある
ことを指摘することができる．そしてさらにこ
の場合，地域統括会社の機能として，具体的に
は，無形資産管理のほか，財務管理，金融資産
管理をもたせることを目的として．その設置が
検討されるのではないかと考えられる．（了）
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